
令和４年５月

狛江市議会第２回定例会提出議案

東京都狛江市



提 出 議 案

㌻

１ 報告第１号 狛江市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて -3-

２ 報告第２号 狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて -11-

３ 報告第３号 狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて -17-

４ 議案第21号 令和４年度狛江市一般会計補正予算（第１号） -21-

５ 議案第22号 狛江市議会議員及び狛江市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

-41-

６ 議案第23号 狛江市印鑑条例の一部を改正する条例 -45-

７ 議案第24号 狛江市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 -48-

８ 議案第25号 狛江市手数料条例の一部を改正する条例 -51-
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報告第 １ 号

狛江市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和４年３月31日に次のとお

り専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。

令和４年５月26日

報告者 狛江市長 松原 俊雄

専 決 処 分 書

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので，地

方自治法第179条第１項の規定により，狛江市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決

処分する。

令和４年３月31日
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報告第 １ 号別紙

狛江市税条例の一部を改正する条例

狛江市税条例（平成３年条例第５号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除）

第34条の７ 所得割の納税義務者が，前年中に法第314条の７第

１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若

しくは金銭を支出した場合には，同項に規定するところにより

控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては，当該控除す

べき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。）をその者の第34条の３及び前条の規定を

適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合

において，当該控除額が当該所得割の額を超えるときは，当該

控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。

第34条の７ 所得割の納税義務者が，前年中に法第314条の７第

１項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若

しくは金銭を支出した場合には，同項に規定するところにより

控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定す

る特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては，当該控除す

べき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において

「控除額」という。）をその者の第34条の３及び前条の規定を

適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合

において，当該控除額が当該所得割の額を超えるときは，当該

控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略）

(５) 所得税法施行令第217条第３号に規定する公益社団法人

及び公益財団法人に対する寄附金（出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き，当該法人の主たる目的で

ある業務に関連するものに限る。）

(５) 所得税法施行令第217条第３号に規定する公益社団法人

及び公益財団法人（所得税法施行令の一部を改正する政令

（平成20年政令第155号）附則第13条第２項の規定によりな

おその効力を有するものとされる改正前の所得税法施行令第

217条第１項第２号及び第３号に規定する民法法人を含

む。）に対する寄附金（出資に関する業務に充てられること

が明らかなものを除き，当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。）

(６)～(10) （略） (６)～(10) （略）

２ （略） ２ （略）
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改 正 後 改 正 前

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付）

第48条 （略） 第48条 （略）

２～８ （略） ２～８ （略）

９ 法第321条の８第62項に規定する特定法人である内国法人

は，第１項の規定により，納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については，同項の規定にかかわら

ず，同条第62項及び施行規則で定めるところにより，納税申告

書に記載すべきものとされている事項（次項及び第11項におい

て「申告書記載事項」という。）を，法第762条第１号に規定

する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方

税共同機構（第11項において「機構」という。）を経由して行

う方法により市長に提供することにより，行わなければならな

い。

９ 法第321条の８第60項に規定する特定法人である内国法人

は，第１項の規定により，納税申告書により行うこととされて

いる法人の市民税の申告については，同項の規定にかかわら

ず，同条第60項及び施行規則で定めるところにより，納税申告

書に記載すべきものとされている事項（次項及び第11項におい

て「申告書記載事項」という。）を，法第762条第１号に規定

する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方

税共同機構（第11項において「機構」という。）を経由して行

う方法により市長に提供することにより，行わなければならな

い。

10～14 （略） 10～14 （略）

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第

321条の８第71項の処分又は前項の届出書の提出があったとき

は，これらの処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

12項前段の期間内に行う第９項の申告については，第12項前段

の規定は適用しない。ただし，当該内国法人が，同日以後新た

に同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第

321条の８第69項の処分又は前項の届出書の提出があったとき

は，これらの処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第

12項前段の期間内に行う第９項の申告については，第12項前段

の規定は適用しない。ただし，当該内国法人が，同日以後新た

に同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。

16 （略） 16 （略）

（固定資産課税台帳の閲覧の手数料） （固定資産課税台帳の閲覧の手数料）

第73条の２ 法第382条の２に規定する固定資産課税台帳（同条

第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）を閲

覧する者は，手数料を納付しなければならない。

第73条の２ 法第382条の２に規定する固定資産課税台帳を閲覧

する者は，手数料を納付しなければならない。
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改 正 後 改 正 前

２ （略） ２ （略）

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数

料）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿

第73条の３ 法第382条の３に規定する固定資産課税台帳に記載

されている事項の証明書（同条ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。）の交付手数料は，手数料条例の定めるとこ

ろによる。

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿_

２ 前項に規定する証明書の交付に必要な事項は，市長が別に定

める。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿

付 則 付 則

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合）

第10条の２ （略） 第10条の２ （略）

２ （略） ２ （略）

３ 法附則第15条第26項第１号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

３ 法附則第15条第27項第１号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

４ 法附則第15条第26項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

４ 法附則第15条第27項第１号ロに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

５ 法附則第15条第26項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

５ 法附則第15条第27項第１号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

６ 法附則第15条第26項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

６ 法附則第15条第27項第１号ニに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，３分の２とする。

７ 法附則第15条第26項第２号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。

７ 法附則第15条第27項第２号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。

８ 法附則第15条第26項第２号ロに規定する設備について同号に８ 法附則第15条第27項第２号ロに規定する設備について同号に
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改 正 後 改 正 前

規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。 規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。

９ 法附則第15条第26項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。

９ 法附則第15条第27項第２号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，４分の３とする。

10 法附則第15条第26項第３号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

10 法附則第15条第27項第３号イに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

11 法附則第15条第26項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

11 法附則第15条第27項第３号ロに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

12 法附則第15条第26項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

12 法附則第15条第27項第３号ハに規定する設備について同号に

規定する市の条例で定める割合は，２分の１とする。

13 法附則第15条第29項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

13 法附則第15条第30項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

14 法附則第15条第33項に規定する市の条例で定める割合は，２

分の１とする。

14 法附則第15条第34項に規定する市の条例で定める割合は，２

分の１とする。

15 法附則第15条第34項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

15 法附則第15条第35項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

16 法附則第15条第39項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

16 法附則第15条第42項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

17 法附則第15条第43項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の１とする。

17 法附則第15条第46項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の１とする。

18 法附則第15条第44項に規定する市の条例で定める割合は，４

分の３とする。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿

19 （略） 18 （略）

20 （略） 19 （略）

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告）

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告）

第10条の３ （略） 第10条の３ （略）
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改 正 後 改 正 前

２～８ （略） ２～８ （略）

９ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修等住宅又は同条第

10項の熱損失防止改修等専有部分について，これらの規定の適

用を受けようとする者は，同条第９項に規定する熱損失防止改

修工事等が完了した日から３月以内に，次に掲げる事項を記載

した申告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。

９ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第10

項の熱損失防止改修専有部分について，これらの規定の適用を

受けようとする者は，同条第９項に規定する熱損失防止改修工

事が完了した日から３月以内に，次に掲げる事項を記載した申

告書に施行規則附則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略）

(４) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 (４) 熱損失防止改修工事が完了した年月日

(５) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第12条第

31項に規定する補助金等

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第31

項に規定する補助金等

(６) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した

後に申告書を提出する場合には，３月以内に提出することが

できなかった理由

(６) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後

に申告書を提出する場合には，３月以内に提出することがで

きなかった理由

10 （略） 10 （略）

11 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修

等住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専

有部分について，これらの規定の適用を受けようとする者は，

法附則第15条の９第９項に規定する熱損失防止改修等工事が完

了した日から３月以内に，次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。

11 法附則第15条の９の２第４項に規定する特定熱損失防止改修

住宅又は同条第５項に規定する特定熱損失防止改修住宅専有部

分について，これらの規定の適用を受けようとする者は，法附

則第15条の９第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した

日から３月以内に，次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略）

(４) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 (４) 熱損失防止改修工事が完了した年月日

(５) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令附則第12条第

31項に規定する補助金等

(５) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附則第12条第31

項に規定する補助金等

(６) 熱損失防止改修工事等が完了した日から３月を経過した (６) 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後
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改 正 後 改 正 前

後に申告書を提出する場合には，３月以内に提出することが

できなかった理由

に申告書を提出する場合には，３月以内に提出することがで

きなかった理由

12・13 （略） 12・13 （略）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の特例）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の固定資産税の特例）

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分

の固定資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が，当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に100分の５（商業地等

に係る令和４年度分の固定資産税にあっては，100分の2.5）を

乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっ

ては，前年度分の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当

該年度分の固定資産税について法第349条の３又は法附則第15

条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該

宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額

とした場合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産

税額」という。）を超える場合には，当該宅地等調整固定資産

税額とする。

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分

の固定資産税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税額が，当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分

の固定資産税の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の

固定資産税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度

分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の適用を受

ける宅地等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて

得た額。以下この条において同じ。）に100分の５を乗じて得

た額を加算した額（令和３年度分の固定資産税にあっては，前

年度分の固定資産税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分

の固定資産税について法第349条の３又は法附則第15条から第

15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該

額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場

合における固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」と

いう。）を超える場合には，当該宅地等調整固定資産税額とす

る。

２～５ （略） ２～５ （略）

付 則
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（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（固定資産税に関する経過措置）

２ 別段の定めがあるものを除き，この条例による改正後の狛江市税条例の規定中固定資産税に関する部分は，令和４年度以後の年

度分の固定資産税について適用し，令和３年度分までの固定資産税については，なお従前の例による。

提案理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）の施行に伴い、所要の改正を行うため。

-10-



報告第 ２ 号

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和４年３月31日に次のとお

り専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。

令和４年５月26日

報告者 狛江市長 松原 俊雄

専 決 処 分 書

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので，地

方自治法第179条第１項の規定により，狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり専決処分する。

令和４年３月31日
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報告第 ２ 号別紙

狛江市都市計画税条例の一部を改正する条例

狛江市都市計画税条例（平成３年条例第６号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

付 則 付 則

１・１の２ （略） １・１の２ （略）

（法附則第15条第33項の条例で定める割合） （法附則第15条第34項の条例で定める割合）

２ 法附則第15条第33項に規定する市の条例で定める割合は，２

分の１とする。

２ 法附則第15条第34項に規定する市の条例で定める割合は，２

分の１とする。

（法附則第15条第34項の条例で定める割合） （法附則第15条第35項の条例で定める割合）

３ 法附則第15条第34項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

３ 法附則第15条第35項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

（法附則第15条第39項の条例で定める割合） （法附則第15条第42項の条例で定める割合）

４ 法附則第15条第39項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

４ 法附則第15条第42項に規定する市の条例で定める割合は，３

分の２とする。

（法附則第15条第44項の条例で定める割合） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

５ 法附則第15条第44項に規定する市の条例で定める割合は，４

分の３とする。

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適

用を受けようとする者がすべき申告）

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適

用を受けようとする者がすべき申告）

６ （略） ５ （略）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の特例）

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の特例）

７ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が，当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都

６ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の額は，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額

が，当該宅地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都
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改 正 後 改 正 前

市計画税の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の

都市計画税について法第702条の３の規定の適用を受ける宅地

等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。

以下同じ。）に100分の５（商業地等に係る令和４年度分の都

市計画税にあっては，100分の2.5）を乗じて得た額を加算した

額（令和３年度分の都市計画税にあっては，前年度分の都市計

画税の課税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の３（第18項を除く。）又は法附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，

当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とし

た場合における都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税

額」という。）を超える場合には，当該宅地等調整都市計画税

額とする。

市計画税の課税標準額に，当該宅地等に係る当該年度分の都市

計画税の課税標準となるべき価格（当該宅地等が当該年度分の

都市計画税について法第702条の３の規定の適用を受ける宅地

等であるときは，当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。

以下同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算した額（令和

３年度分の都市計画税にあっては，前年度分の都市計画税の課

税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の３（第18項を除く。）又は法附則第15条から第15条

の３までの規定の適用を受ける宅地等であるときは，当該額に

これらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合に

おける都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」とい

う。）を超える場合には，当該宅地等調整都市計画税額とす

る。

８ （略） ７ （略）

９ 付則第７項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分

及び令和５年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調

整都市計画税額が，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第18

項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額

に満たない場合には，付則第７項の規定にかかわらず，当該都

市計画税額とする。

８ 付則第６項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和４年度分

及び令和５年度分の宅地等調整都市計画税額は，当該宅地等調

整都市計画税額が，当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税

の課税標準となるべき価格に10分の２を乗じて得た額（当該宅

地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第18

項を除く。）又は法附則第15条から第15条の３までの規定の適

用を受ける宅地等であるときは，当該額にこれらの規定に定め

る率を乗じて得た額）を当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合における都市計画税額

に満たない場合には，付則第６項の規定にかかわらず，当該都

市計画税額とする。
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改 正 後 改 正 前

10 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以

上0.7以下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の額は，付則第７項の規定にかかわらず，当

該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の３（第18項を除く。）又は法附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商業地

等据置都市計画税額」という。）とする。

９ 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以

上0.7以下のものに係る令和３年度から令和５年度までの各年

度分の都市計画税の額は，付則第６項の規定にかかわらず，当

該商業地等の当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計

画税の課税標準額（当該商業地等が当該年度分の固定資産税に

ついて法第349条の３（第18項を除く。）又は法附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は，当該課税標準額にこれらの規定に定める率を乗じて得た

額）を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準

となるべき額とした場合における都市計画税額（以下「商業地

等据置都市計画税額」という。）とする。

11 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を

超えるものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の額は，付則第７項の規定にかかわらず，当該商業

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格

に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３（第18項を除く。）又は法附則

第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「商業地等調

整都市計画税額」という。）とする。

10 商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を

超えるものに係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の

都市計画税の額は，付則第６項の規定にかかわらず，当該商業

地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格

に10分の７を乗じて得た額（当該商業地等が当該年度分の固定

資産税について法第349条の３（第18項を除く。）又は法附則

第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける商業地等であ

るときは，当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）

を当該商業地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準とな

るべき額とした場合における都市計画税額（以下「商業地等調

整都市計画税額」という。）とする。

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度

分の都市計画税の特例）

（農地に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度

分の都市計画税の特例）

12 （略） 11 （略）

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の

都市計画税の特例）

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の

都市計画税の特例）
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改 正 後 改 正 前

13 （略） 12 （略）

14 （略） 13 （略）

15 （略） 14 （略）

16 （略） 15 （略）

17 付則第７項及び第９項の「宅地等」とは法附則第17条第２号

に，付則第７項及び第10項の「前年度分の都市計画税の課税標

準額」とは法附則第25条第６項において読み替えて準用される

法附則第18条第６項に，付則第７項，第８項，第10項及び第11

項の「商業地等」とは法附則第17条第４号に，付則第10項から

第12項までの「負担水準」とは法附則第17条第８号ロに，付則

第12項の「農地」とは法附則第17条第１号に，同項の「前年度

分の都市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第２項におい

て読み替えて準用される法附則第18条第６項に，付則第13項か

ら第15項までの「市街化区域農地」とは法附則第19条の２第１

項に，付則第14項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」と

は法附則第27条の２第３項において読み替えて準用される法附

則第18条第６項に規定するところによる。

16 付則第６項及び第８項の「宅地等」とは法附則第17条第２号

に，付則第６項及び第９項の「前年度分の都市計画税の課税標

準額」とは法附則第25条第６項において読み替えて準用される

法附則第18条第６項に，付則第７項，第９項及び第10項の「商

業地等」とは法附則第17条第４号に，付則第９項から第11項ま

での「負担水準」とは法附則第17条第８号ロに，付則第11項の

「農地」とは法附則第17条第１号に，付則第11項の「前年度分

の都市計画税の課税標準額」とは法附則第26条第２項において

読み替えて準用される法附則第18条第６項に，付則第12項から

第14項までの「市街化区域農地」とは法附則第19条の２第１項

に，付則第13項の「前年度分の都市計画税の課税標準額」とは

法附則第27条の２第３項において読み替えて準用される法附則

第18条第６項に規定するところによる。

18 法附則第15条第１項，第10項，第14項から第18項まで，第20

項，第21項，第25項，第28項，第32項から第36項まで，第39

項，第40項若しくは第44項，第15条の２第２項，第15条の３又

は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税に限り，第

２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

法附則第15条から第15条の３まで若しくは第63条」とする。

17 法附則第15条第１項，第10項，第15項から第19項まで，第21

項，第22項，第26項，第29項，第33項から第35項まで，第37項

から第39項まで，第42項若しくは第43項，第15条の２第２項，

第15条の３又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画

税に限り，第２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しく

は第33項又は法附則第15条から第15条の３まで若しくは第63

条」とする。

（税率の特例） （税率の特例）

19 （略） 18 （略）

付 則
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（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の狛江市都市計画税条例の規定は，令和４年度以後の年度分の都市計画税について適用し，令和３年度分

までの都市計画税については，なお従前の例による。

提案理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）の施行に伴い、所要の改正を行うため。
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報告第 ３ 号

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、令和４年３月31日に次のとお

り専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。

令和４年５月26日

報告者 狛江市長 松原 俊雄

専 決 処 分 書

特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたので，地

方自治法第179条第１項の規定により，狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり専決処分する。

令和４年３月31日
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報告第 ３ 号別紙

狛江市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

狛江市国民健康保険税条例（平成６年条例第６号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（課税額） （課税額）

第２条 （略） 第２条 （略）

２ 前項第１号の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が65万円を超える場合においては，基礎課税額

は，65万円とする。

２ 前項第１号の基礎課税額は，世帯主（前条第２項の世帯主を

除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ

し，当該合算額が63万円を超える場合においては，基礎課税額

は，63万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は，世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額とする。ただし，当該合算額が20万円を超える場合におい

ては，後期高齢者支援金等課税額は，20万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は，世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険

の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合

算額とする。ただし，当該合算額が19万円を超える場合におい

ては，後期高齢者支援金等課税額は，19万円とする。

４ （略） ４ （略）

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額）

第20条 次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が65万円を超える場合には，65万円）及び同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が20万円を超える場合には，20万円）並

びに同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を減

第20条 次の各号の一に掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は，第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額

が63万円を超える場合には，63万円）及び同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が19万円を超える場合には，19万円）並

びに同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を減
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改 正 後 改 正 前

額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える場合に

は，17万円）の合算額とする。

額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える場合に

は，17万円）の合算額とする。

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略）

２ （略） ２ （略）

付 則 付 則

１ （略） １ （略）

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例）

２ 当分の間，世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が，前年中に所得税法第35条

第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上である者に係るもの

に限る。）の控除を受けた場合における第20条第１項の規定の

適用については，同項中「法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第703条の５第１

項に規定する総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公

的年金等に係る所得については，同条第２項第１号の規定によ

って計算した金額から15万円を控除した金額によるものとす

る。）及び山林所得金額」と，「110万円」とあるのは「125万

円」とする。

２ 当分の間，世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が，前年中に所得税法第35条

第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に

規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上である者に係るもの

に限る。）の控除を受けた場合における第20条第１項の規定の

適用については，同条中「法第703条の５第１項に規定する総

所得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第703条の５第１

項に規定する総所得金額（所得税法第35条第３項に規定する公

的年金等に係る所得については，同条第２項第１号の規定によ

って計算した金額から15万円を控除した金額によるものとす

る。）及び山林所得金額」と，「110万円」とあるのは「125万

円」とする。

３～14 （略） ３～14 （略）

付 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の狛江市国民健康保険税条例の規定は，令和４年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し，令和
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３年度分までの国民健康保険税については，なお従前の例による。

提案理由

地方税法施行令等の一部を改正する政令（令和４年政令第133号）の施行に伴い、所要の改正を行うため。
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議案第 21 号

令和４年度狛江市一般会計補正予算（第１号）

上記の議案を別紙のとおり提出する。

令和４年５月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

提案理由

一般会計予算を補正する必要が生じたため。
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議案第 22 号

狛江市議会議員及び狛江市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和４年５月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市議会議員及び狛江市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

狛江市議会議員及び狛江市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成６年条例第26号）の一部を次のように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

（自動車の使用の公費負担額及び支払手続） （自動車の使用の公費負担額及び支払手続）

第４条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗

用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動

車運送事業者等」という。）に支払うべき金額のうち，次の各

号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を，第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り，当該一般乗用旅客自

動車運送事業者等からの請求に基づき，当該一般乗用旅客自動

車運送事業者等に対して支払う。

第４条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗

用旅客自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動

車運送事業者等」という。）に支払うべき金額のうち，次の各

号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を，第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り，当該一般乗用旅客自

動車運送事業者等からの請求に基づき，当該一般乗用旅客自動

車運送事業者等に対して支払う。

(１) （略） (１) （略）

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合，次に掲

げる区分に応じ，それぞれに定める金額

(２) 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合，次に掲

げる区分に応じ，それぞれに定める金額

ア 当該契約が自動車の借入れ契約である場合，当該自動車 ア 当該契約が自動車の借入れ契約である場合，当該自動車
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改 正 後 改 正 前

（同一の日において自動車の借入れ契約により２台以上の

自動車が使用される場合には，当該候補者が指定するいず

れか１台の自動車に限る。）のそれぞれにつき，自動車と

して使用された各日についてその使用に対し支払うべき金

額（当該金額が16,100円を超える場合には，16,100円）の

合計金額

（同一の日において自動車の借入れ契約により２台以上の

自動車が使用される場合には，当該候補者が指定するいず

れか１台の自動車に限る。）のそれぞれにつき，自動車と

して使用された各日についてその使用に対し支払うべき金

額（当該金額が15,800円を超える場合には，15,800円）の

合計金額

イ 当該契約が自動車の燃料の供給に関する契約である場

合，当該契約に基づき当該自動車に供給した燃料の代金

（当該自動車（これに代わり使用される他の自動車を含

む。）が既に前条の届け出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して，7,700円に当該候補者につき法

第86条の４第１項，第２項，第５項，第６項又は第８項の

候補者の届け出のあった日から当該選挙の期日の前日まで

の日数から前号の契約が締結されている日数を除いた日数

を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であることに

つき，委員会が定めるところにより，当該候補者からの申

請に基づき委員会が確認したものに限る。）

イ 当該契約が自動車の燃料の供給に関する契約である場

合，当該契約に基づき当該自動車に供給した燃料の代金

（当該自動車（これに代わり使用される他の自動車を含

む。）が既に前条の届け出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して，7,560円に当該候補者につき法

第86条の４第１項，第２項，第５項，第６項又は第８項の

候補者の届け出のあった日から当該選挙の期日の前日まで

の日数から前号の契約が締結されている日数を除いた日数

を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であることに

つき，委員会が定めるところにより，当該候補者からの申

請に基づき委員会が確認したものに限る。）

ウ （略） ウ （略）

（ビラの作成の公費負担額及び支払手続） （ビラの作成の公費負担額及び支払手続）

第８条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの

作成を業とする者に支払うべき金額のうち，当該契約に基づき

作成されたビラの一枚当たりの作成単価（当該作成単価が，７

円73銭を超える場合には，７円73銭）に当該ビラの作成枚数

（当該候補者を通じて法第142条第１項第６号に定める枚数の

範囲内のものであることにつき，委員会が定めるところによ

第８条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの

作成を業とする者に支払うべき金額のうち，当該契約に基づき

作成されたビラの一枚当たりの作成単価（当該作成単価が，７

円51銭を超える場合には，７円51銭）に当該ビラの作成枚数

（当該候補者を通じて法第142条第１項第６号に定める枚数の

範囲内のものであることにつき，委員会が定めるところによ
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改 正 後 改 正 前

り，当該候補者からの申請に基づき，委員会が確認したものに

限る。）を乗じて得た金額を，第６条後段において準用する第

２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り，当該ビラ

の作成を業とする者からの請求に基づき，当該ビラの作成を業

とする者に対して支払う。

り，当該候補者からの申請に基づき，委員会が確認したものに

限る。）を乗じて得た金額を，第６条後段において準用する第

２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り，当該ビラ

の作成を業とする者からの請求に基づき，当該ビラの作成を業

とする者に対して支払う。

（ポスターの作成の公費負担額及び支払手続） （ポスターの作成の公費負担額及び支払手続）

第11条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金額のうち，当該契約に基

づき作成されたポスターの一枚当たりの作成単価（当該作成単

価が，541円31銭に当該選挙が行われる区域におけるポスター

掲示場の数を乗じて得た金額に316,250円を加えた金額を当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数で除して得た

金額（１円未満の端数がある場合には，その端数は１円とす

る。）を超える場合には，当該除して得た金額）に当該ポスタ

ーの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる区域に

おけるポスター掲示場の数の範囲内のものであることにつき，

委員会が定めるところにより，当該候補者からの申請に基づ

き，委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を，第

９条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該

当する場合に限り，当該ポスターの作成を業とする者からの請

求に基づき，当該ポスターの作成を業とする者に対して支払

う。

第11条 狛江市は，候補者（前条の規定による届け出をした者に

限る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金額のうち，当該契約に基

づき作成されたポスターの一枚当たりの作成単価（当該作成単

価が，525円６銭に当該選挙が行われる区域におけるポスター

掲示場の数を乗じて得た金額に310,500円を加えた金額を当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数で除して得た

金額（１円未満の端数がある場合には，その端数は１円とす

る。）を超える場合には，当該除して得た金額）に当該ポスタ

ーの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙が行われる区域に

おけるポスター掲示場の数の範囲内のものであることにつき，

委員会が定めるところにより，当該候補者からの申請に基づ

き，委員会が確認したものに限る。）を乗じて得た金額を，第

９条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該

当する場合に限り，当該ポスターの作成を業とする者からの請

求に基づき，当該ポスターの作成を業とする者に対して支払

う。

付 則

（施行期日）
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１ この条例は，公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の狛江市議会議員及び狛江市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の規定は，この条例の施

行の日以後その期日を告示される選挙について適用し，この条例の施行の日の前日までにその期日を告示された選挙については，

なお従前の例による。

提案理由

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律及び公職選挙法の一部を改正する法律（令和４年法律第16号）の施行に伴い、所

要の改正を行うため。
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議案第 23 号

狛江市印鑑条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和４年５月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市印鑑条例の一部を改正する条例

狛江市印鑑条例（昭和52年条例第11号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（印鑑登録証の交付） （印鑑登録証の交付）

第９条 市長は，印鑑の登録をしたときは，印鑑の登録を受けて

いる旨を証する書面（以下「印鑑登録証」という。）を，当該

印鑑の登録を受けた者又はその代理人に対して直接に交付す

る。

第９条 市長は，印鑑の登録をしたときは，印鑑の登録を受けて

いる旨を証する書面（印鑑の登録を識別するための磁気又は集

積回路を付したものを含む。以下「印鑑登録証」という。）

を，当該印鑑の登録を受けた者又はその代理人に対して直接に

交付する。

２ 印鑑登録証には，登録番号を記載する。 ２ 印鑑登録証には，登録番号（電磁的な書き込みを含む。）を

記載する。

（印鑑登録証明の申請） （印鑑登録証明の申請）

第18条 （略） 第18条 （略）

２ 前項の規定にかかわらず，印鑑登録の証明を受けようとする

者は，多機能端末機（市の電子計算組織と電気通信回線により

接続された民間事業者が設置する端末で，自動的に証明書等を

２ 前項の規定にかかわらず，印鑑登録の証明を受けようとする

者は，自動交付機又は多機能端末機（市の電子計算組織と電気

通信回線により接続された民間事業者が設置する端末で，自動
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付 則

この条例は，令和４年10月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

交付する機能を有するものをいう。以下同じ。）を使用し，電

子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関

する法律（平成14年法律第153号）第22条第１項に規定する利

用者証明用電子証明書が記録された行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第２条第７項に規定する個人番号カードを使用して，

電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に

関する法律施行規則（平成15年総務省令第120号）第42条第２

項の規定により設定した暗証番号を入力する方法により申請を

することができる。

的に証明書等を交付する機能を有するものをいう。以下同

じ。）を使用し，次に掲げる方法により申請をすることができ

る。

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(１) 自動交付機 自動交付機に印鑑登録証を使用して，印鑑

登録証の不正な使用を防止するため暗証として入力される番

号で登録申請者又は印鑑登録者があらかじめ市長に届け出た

４桁の数字を入力する方法

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(２) 多機能端末機 多機能端末機に電子署名等に係る地方公

共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年

法律第153号）第22条第１項に規定する利用者証明用電子証

明書が記録された行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２

条第７項に規定する個人番号カードを使用して，電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法

律施行規則（平成15年総務省令第120号）第42条第２項の規

定により設定した暗証番号を入力する方法
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提案理由

自動交付機の廃止に伴い、所要の改正を行うため。
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議案第 24 号

狛江市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和４年５月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

狛江市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第28号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は，次に掲

げる職員とする。

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は，次に掲

げる職員とする。

(１) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 (１) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア 当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第２条第１項

に規定する子をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する

日（以下「１歳６箇月到達日」という。）までに，その任

期（再度任用される場合にあっては，再度任用後のもの）

が満了すること及び再度任用されないことが明らかでない

非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿

（ア） 引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職

員

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（イ） 当該非常勤職員の養育する子（育児休業法第２条

第１項に規定する子をいう。以下同じ。）が１歳６箇月
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改 正 後 改 正 前

に達する日（以下「１歳６箇月到達日」という。）まで

に，その任期（再度任用される場合にあっては，再度任

用後のもの）が満了すること及び再度任用されないこと

が明らかでない非常勤職員

イ～エ （略） イ～エ （略）

(２)・(３) （略） (２)・(３) （略）

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置

等）

（委任）

第10条 任命権者は，職員が当該任命権者に対し，当該職員又は

その配偶者が妊娠し，又は出産したことその他これに準ずる事

実を申し出たときは，当該職員に対して，育児休業に関する制

度その他の事項を知らせるとともに，育児休業の承認の請求に

係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。

第10条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。

２ 任命権者は，職員が前項の規定による申出をしたことを理由

として，当該職員が不利益な取扱いを受けることがないように

しなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）

第11条 任命権者は，育児休業の承認の請求が円滑に行われるよ

うにするため，次に掲げる措置を講じなければならない。

(１) 職員に対する育児休業に係る研修の実施

(２) 育児休業に関する相談体制の整備 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(３) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

（委任） ＿＿＿＿
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改 正 後 改 正 前

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。

＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿

付 則

この条例は，公布の日から施行する。

提案理由

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正を踏まえ、非常勤職員の育児休業の取得要件を緩

和するとともに、職員が育児休業を取得しやすい勤務環境の整備を図る等、所要の改正を行うため。
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議案第 25 号

狛江市手数料条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和４年５月26日

提出者 狛江市長 松原 俊雄

狛江市手数料条例の一部を改正する条例

狛江市手数料条例（平成10年条例第34号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条・第４条関係） 別表（第２条・第４条関係）

事項 単位 金額

（円）

備考

（略）

３ 諸

税，介

護保険

料及び

公課に

関する

証明

多機能端末

機（市の電

子計算組織

と電気通信

回線により

接続された

民間事業者

が設置する

１通 200

事項 単位 金額

（円）

備考

（略）

３ 諸

税，介

護保険

料及び

公課に

関する

証明

自動交付機

による交付

（市民税の

課税に関す

る証明の交

付 に 限

る。）又は

多機能端末

１通 200
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改 正 後 改 正 前

端末で，自

動的に証明

書等を交付

する機能を

有するもの

をいう。以

下同じ。）

による交付

（市民税の

課税に関す

る証明の交

付 に 限

る。）

窓口におけ

る交付

１通 300

（略）

８ 住民 多機能端末 １通 200

機（市の電

子計算組織

と電気通信

回線により

接続された

民間事業者

が設置する

端末で，自

動的に証明

書等を交付

する機能を

有するもの

をいう。以

下同じ。）

による交付

（市民税の

課税に関す

る証明の交

付 に 限

る。）

窓口におけ

る交付

１通 300

（略）

８ 住民 自動交付機 １通 200
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改 正 後 改 正 前

票，戸

籍の附

票，除

かれた

住民票

及び除

かれた

戸籍の

附票の

写しの

交付

機による交

付（住民票

の写しの交

付 に 限

る。）

窓口におけ

る交付

１通 300

郵送による

交付

１通 400

（略）

15 印鑑

登録証

明

多機能端末

機による交

付

１通 200

窓口におけ

る交付

１通 300

票，戸

籍の附

票，除

かれた

住民票

及び除

かれた

戸籍の

附票の

写しの

交付

による交付

（住民票の

写しの交付

に限る。）

又は多機能

端末機によ

る交付（住

民票の写し

の交付に限

る。）

窓口におけ

る交付

１通 300

郵送による

交付

１通 400

（略）

15 印鑑

登録証

明

自動交付機

による交付

又は多機能

端末機によ

る交付

１通 200

窓口におけ

る交付

１通 300
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改 正 後 改 正 前

（略）

25 狂犬病予防法（昭

和25年法律第247号）

第４条第２項の規定

による犬の登録及び

鑑札の交付（動物の

愛護及び管理に関す

る法律（昭和48年法

律第105号）第39条の

７第２項の規定によ

り該当犬の登録の申

請及び鑑札の交付が

あったものとみなさ

れる場合を除く。）

１頭 3,000

26 狂犬病予防法第５

条第２項の規定によ

る犬の狂犬病予防注

射済票の交付

１頭 550

27 狂犬病予防法施行

令（昭和28年政令236

号）第１条の２の規

定による犬の鑑札の

再交付

１頭 1,600

28 狂犬病予防法施行 １頭 340

（略）

25 犬の登録 １頭 3,000

26 狂犬病予防注射済

票交付

１頭 550

27 犬の鑑札の再交付 １頭 1,600

28 狂犬病予防注射済 １頭 340
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改 正 後 改 正 前

令第３条の規定によ

る犬の狂犬病予防注

射済票の再交付

28の２ 動物の愛護及

び管理に関する法律

第39条の７第６項の

規定による犬の鑑札

の交付

１頭 1,600

29 屋外

広告物

掲出許

可

はり紙はり

札

50枚ご

と

2,250

立看板 １枚 450

広告幕 １張 990

アドバルー

ン

１基 2,850

広告板 ５㎡ご

と

3,220

広告塔 ５㎡ご

と

3,220

（略）

票再交付

29 屋外

広告物

掲出許

可

はり紙はり

札

50枚ご

と

2,250

立看板 １枚 450

広告幕 １張 990

アドバルー

ン

１基 2,850

広告板 ５㎡ご

と

3,220

広告塔 ５㎡ご

と

3,220

（略）

付 則
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この条例は，令和４年６月１日から施行する。ただし，この条例による改正後の別表３諸税，介護保険料及び公課に関する証明並

びに８住民票，戸籍の附票，除かれた住民票及び除かれた戸籍の附票の写しの交付並びに15印鑑登録証明の規定は，令和４年10月１

日から施行する。

提案理由

自動交付機の廃止及び動物の愛護及び管理に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第39号）の改正に伴い、所要の改

正を行うため。

-56-


